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再転相続人による相続放棄の申述と裁判所の審査の範囲

事実の概要

　Ｂは平成16（2004）年に死亡し、相続（第1次相続）
が開始した。Ｂの相続人は兄Ｈのみであった。Ｈ
は、第1次相続につき承認又は放棄をしないまま、
平成 28（2016）年に死亡し、相続（第 2次相続）
が開始した。Ｈの相続人は、妻Ｃ並びに子Ａ、Ｉ
及びＤであった。Ｃは令和5（2023）年2月14日に、
Ｂが居住していたマンション管理組合から、Ｂに
債務があり、ＣがＢの相続人になっている旨の通
知を受けた。Ａ及びＤは、東京家庭裁判所立川支
部に対し、令和 5年 2月 23 日、再転相続人とし
て第 1次相続につき相続放棄の申述をし、同年 3
月 15 日いずれの申述も受理された。Ｉは、第 1
次相続につき承認又は放棄をしないで死亡し、相
続（第 3次相続）が開始した。Ｉの相続人は、妻
Ｅ並びに子Ｆ及びＧであった。Ｅ、Ｆ及びＧは、
同家庭裁判所に対し、令和 5年 3月 14 日までに、
再転相続人として、第 1次相続につき相続放棄
の申述をし、同月 27 日までにいずれの申述も受
理された。Ｃは、同家庭裁判所に対し、令和 5年
3 月 29 日、再転相続人として第 1次相続につい
て相続放棄の申述（別件申述）をし、同年 4月 19
日に別件申述は受理された。別件申述に係る申述
書には、被相続人Ｂとの関係について「兄弟の配
偶者」と記載されており、氏名等として「相続人
亡Ｈ再転相続人Ｃ」と記載されている。
　Ｃはさらに、令和 5年 6 月 8 日、同家庭裁判
所に対し、再転相続人として、第 1次相続につ
いて相続放棄の申述（本件申述）をした。本件申
述に係る申述書には、申述人Ｃが同年 5月 19 日
にＥらの相続放棄の申述を知った旨が記載されて

おり、Ｃと被相続人Ｂとの関係について「その他
（おいの母）」と記載され、氏名等として「相続人
亡Ｈ再転相続人亡Ｉ再転相続人Ｃ」と記載されて
いる。
　原審は、第 1次相続について再転相続人らの
相続放棄の申述はいずれも受理されていることか
ら、「Ｈは初めから第 1次相続に係る相続人でな
かったことになるものと解され、ひいては、申述
人Ｃを含むＨの相続人らが被相続人Ｂの財産に属
した権利又は義務を承継することもない」として、
令和 5年 8 月 8 日、本件申述を却下する旨の審
判をした。これに対し、Ｃは、原審判を不服とし
て即時抗告を提起したが、同年に死亡し、Ａが手
続を受継した。

決定の要旨

　取消自判。
　１　「相続放棄の申述は、これが受理された場
合であっても、相続放棄の実体法上の効力を確定
させるものではなく、相続放棄の効力を争う者は、
その旨を主張することができる一方で、これが却
下された場合には、民法 938 条の要件を欠くこ
とになり、相続放棄をしたことを主張することが
できなくなる。このような手続の性格に鑑みれば、
家庭裁判所は、却下すべきことが明白な場合を除
いては、相続放棄の申述を受理するのが相当であ
る。」
　２　これを本件についてみると、Ａは、「Ｃは、
第 1次相続について、Ｈの再転相続人としての
地位と、Ｅらの申述の結果として取得することと
なったＩの再転相続人としての地位とを併有して
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いたところ、別件申述は、Ｈの再転相続人として
の地位に基づいてされたものであり……別件申述
が受理された後も、依然として、Ｉの再転相続人
としての地位に基づいて、第 1次相続について
の相続人であったのであるから、本件申述によっ
て、第 1次相続について相続放棄をすることがで
きる」と主張しており、この「主張は、まず、Ｉ
の第 1順位の法定相続人であるＦ及びＧが、Ｉ
の再転相続人として、第 1次相続について、相
続放棄の申述（Ｅらの申述）をしたことによって、
Ｆ及びＧが初めから第1次相続人とならなかった
ものとみなされ、その結果、Ｉの第 2順位の法定
相続人であるＣが、第 1次相続について、Ｉの
再転相続人となるとの解釈を前提とするものと理
解することができる。このような解釈は、民法上
一般的なものであるかはともかくとして、およそ
成り立ち得ないものということはできず、採用さ
れる見込みがないとはいえない」。このような「解
釈を前提として、Ｃが、別件申述をした当時、第
1次相続について、Ｈの再転相続人としての地位
とＩの再転相続人としての地位を併有していたと
解する場合には、別件申述に係る申述書に、Ｃと
被相続人Ｂとの関係について『兄弟の配偶者』と
記載され、別件申述に係る事件記録の表紙に、申
述人の氏名等として、『相続人亡Ｈ再転相続人Ｃ』
と記載されていることを踏まえると、別件申述は、
上記二つの地位のうち、Ｈの再転相続人としての
地位との関係においてのみ、第 1次相続につい
て、相続放棄をする趣旨であったと解する見解が
成り立つ余地がある」。以上のような解釈と見解
を前提とするならば、「Ｃは、本件申述をした当時、
第 1次相続について、Ｉの再転相続人としての地
位を有していたと解する余地があることになり、
Ｃは本件申述においてこのような主張をしていた
のであるから、Ｃが、本件申述をした当時、第 1
次相続についての相続人でないことが明白であっ
たということはできない。」
　３　以上によれば、「本件申述については、却
下すべきことが明白であるとは認められないか
ら、これを受理するのが相当である。」

判例の解説

　一　相続放棄の申述と裁判所の審査の範囲
　　　――本決定の位置づけ

　１　ある人が死亡し、相続が開始すると、相続
人は被相続人の財産に属した権利義務を当然かつ
包括的に承継するが（民 896 条）、相続人は一定
の期間内に相続を承認するか放棄するかを選択す
ることができる（民 915 条）。
　相続放棄は相続開始後不確定な状態にあった相
続の効果を自己のために確定的に消滅させる意思
表示であり、相手方なき単独行為であるが、要式
行為とされ、相続人は、相続開始地を管轄する家
庭裁判所に対して放棄を申述しなければならない
（民 938 条、家事別表第一 95 項、家事 201 条 1 項）。
申述書には、①当事者の氏名・住所、②被相続人
の氏名・住所、③被相続人との続柄、④相続の開
始があったことを知った年月日、⑤放棄をする
旨、を記載しなければならない（家事 201 条 5項、
家事規 105 条 1項）。これら記載事項のうち「被相
続人との続柄」は、相続資格が重複する場合に、
申述人がいかなる資格において申述する意思かを
明確にさせて、後日紛争が起きることを防止する
趣旨で設けられている１）。家庭裁判所の受理審判
によって相続放棄は効力を生じ、申述者は初めか
ら相続人でなかったことになる（民 939 条）。受
理審判は放棄の有効無効を実質的に判断してこれ
を確定するものではなく２）、意思表示を受領し、
それが相続人の真意に基づくものであることを公
証する作用を果たすものと解されていることを前
提として、家庭裁判所が申述を受理する審判をす
るときは、申述の意思表示そのものとみるべき申
述書と審判とを切り離すことなく、申述書にその
旨を記載しなければならないとされ（家事規 106
条 1 項）３）、申述書にその旨を記載したときに効
力が生ずる（家事 201 条 7項）。相続放棄の申述を
却下する審判に対しては、申述人は即時抗告をす
ることができる（家事 201 条 9項）。抗告審は、即
時抗告を理由があると認める場合には、原審判を
取り消したうえで、家事審判の申立てについての
判断（「審判に代わる裁判」）をすることになる（家
事 91 条 2項）。
　２　受理審判の主たる目的が申述の意思表示の
公証であること及び受理審判が申述の効力を確定
するものでないことについて異論はみられない
が４）、その法的性質については議論がある。通説
は、意思表示の公証にとどまらず、家庭裁判所が
申述の適否ないし効力を調査判断してなす一種の
受理行為であり、広義の裁判であるとする（準裁
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判説）５）。準裁判説からは実質的要件についての
審査を認める実質的審査説が主張されるが、実質
的要件についての審査の範囲・程度については見
解が分かれる。放棄が申述人の真意に基づくもの
であることを審査しうることに争いはないが６）、
申述人が相続人であること、法定の期間（熟慮期
間）内の申述であること、法定単純承認事由のな
いことを審査しうるかについては見解が分かれ
る７）。学説の多くは、これら実質的要件を審査対
象としつつ、実質的要件を欠いていることが明白
な場合に限り申述を却下するのが相当であると
する（以下、「明白性基準説」という）８）。明白性
基準は家庭裁判所の審判及び抗告審の決定の運用
上定着しており９）、とりわけ近時、明白性基準説
に依拠して、申述を却下した原審判を取り消し、
申述を受理する抗告審決定の公表が相次いでい
た 10）。明白性基準説の基礎には、相続放棄の申
述が受理されても相続放棄の実体要件が具備され
ていることを確定するものではなく、終局的には
訴訟手続で確定されるものであって、申述が却下
されると、民法 938 条の要件を欠き、訴訟手続
で相続放棄をしたことがおよそ主張しえなくなる
ことから、とりわけ債務超過に基づく放棄申述に
おいては、却下の審判はできるだけ制限されるべ
きであるという考え方がある 11）。
　３　本決定は、近時の裁判例と軌を一にすると
ともに、相続人による申述であるかどうかの審査
につき明白性基準説をとったものとして注目され
る。
　ただ、明白性基準については、申述が実質的要
件を欠いていることが明白な場合とはどのような
場合をいうのかは必ずしも明確ではないとの指摘
もある 12）。本件では、本件申述当時、申述人Ｃ
が第 1次相続の再転相続人でないことが明白で
あるかどうかが問題となる。

　二　再転相続人による相続放棄と「明白性基準」
　１　甲が死亡して相続（第 1次相続）が開始し
たのち、相続人乙が承認又は放棄をしないまま熟
慮期間内に死亡して相続（第 2次相続）が開始し
た場合を、（狭義の）再転相続といい、乙の相続
人丙を再転相続人という。判例は、再転相続人が
有する第 1次相続についての選択権は、第 2次
相続の相続人としての地位に基づき承継したもの
と解し（承継説）、丙は、再転相続人たる地位に

基づき、第 1次相続と第 2次相続のそれぞれに
つき承認か放棄かを各別に熟慮して選択すること
ができるが、ただし、先に第 2次相続を放棄し
た場合は、乙の権利義務をなんら承継しなくなる
のであるから、第 1次相続についての選択権も
失うとする 13）。また、再転相続人は「自己のた
めに相続の開始があったことを知った時」から 3
か月以内に家庭裁判所に対し相続放棄を申述しな
ければならない（民 916 条）。判例は、この熟慮
期間の起算点につき、原則として、再転相続人丙
が乙からの相続（第 2次相続）により、乙が承認
又は放棄しなかった相続（第 1次相続）における
相続人としての地位を自己が承継した事実を知っ
た時であるとする 14）。本件のように、第 1次相
続の被相続人からみて日頃疎遠な甥・姪等が再転
相続人となる場合、第 1次相続債権者からの請
求等により自己が再転相続人たる地位にあること
を知ることが少なくないであろう。
　２　再転相続人が複数いる場合、各再転相続人
は第1次相続につき相続分の割合で各別に放棄す
ることができ、再転相続人の一人による第 1次
相続の放棄によって他の再転相続人の相続分が増
加すると解されている 15）。本件では、第 1次相
続の相続人（第 2次被相続人）はＨのみであるが、
第 2次、第 3 次相続と続き、それぞれ再転相続
人として配偶者のほかに子が複数いる。第 2次
相続人Ｃ、Ａ、Ｉ及びＤのうち、Ａ及びＤの第 1
次相続放棄申述は令和5年 3月 15日に受理され、
Ｉについては第3次相続が開始、第3次相続人Ｅ、
Ｆ及びＧの第 1次相続放棄申述は同月 27 日まで
に受理されている。この時点で、Ｃが唯一（相続
分 100％）の再転相続人となっており、そのＣが
同月 29 日に第 1次相続放棄を申述し（別件申述）、
別件申述が翌 4月 19 日に受理されているのであ
るから、第 1次相続については再転相続人全員
が相続放棄をしたことになる。「すべての再転相
続人の相続放棄申述が受理された結果、Ｈは初め
から第1次相続に係る相続人でなかったことにな
り、ひいては、Ｈの相続人らが被相続人Ｂの財産
に属した権利義務を承継することはないから、Ｃ
は重ねて第 1次相続を放棄する必要はない」と
の原審判はこのような趣旨のものと解することが
できる。
　３　これに対し、Ｃ側は再転相続人の地位の併
有を主張する。ここでは、Ｃ側の主張を、Ｃの
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「真意」に着目して検討する。Ｃは、別件申述当
時、Ｉの相続人Ｅらによる相続放棄が受理されて
いることを知らなかったというのであるから、Ｃ
の真意は、第 1次相続の被相続人（第 1次被相続
人）Ｂとの続柄を「兄弟（Ｈ）の配偶者」として
「（第 1次）相続人亡Ｈの再転相続人（第 2次相続
人）Ｃ」が第 2次相続における配偶者相続分 2分
の 1の割合で、第 1次相続を放棄する趣旨であっ
たところ、その後にＩの相続人ＥＦＧによる第 1
次相続の放棄申述が事前に受理されていたことを
知り、第 1次被相続人Ｂとの続柄を「おい（Ｉ）
の母」として「（第 1次）相続人亡Ｈ再転相続人（第
2次相続人）亡Ｉ再転相続人（第 3次相続人）Ｃ」
が第 2次相続におけるＩの相続分の割合（Ａ及び
Ｄの相続放棄を受けて増加した相続分 2分の 1）で、
第 1次相続を放棄する趣旨で、本件申述に至っ
たと解することもできる。Ｃ側の主張は必ずしも
明確ではないが、本決定によれば、Ｃ側の主張は、
ＥＦＧによる第1次相続についての相続放棄の申
述が受理されたことによって、Ｆ及びＧが初めか
ら第1次相続についての相続人とならなかったも
のとみなされ、その結果、Ｉの第 2順位の法定相
続人であるＣが、第 1次相続についてＩの再転相
続人になるという解釈を前提としており、本決定
はこのような解釈は「およそ成り立ち得ないもの
ということはできず、採用される見込みがないと
はいえない」として、「Ｃが、本件申述をした当時、
第1次相続についての相続人でないことが明白で
あったということはできない」とする。しかしな
がら、Ｉの相続人ＥＦＧが再転相続人として第 1
次相続の選択権を行使したからには、その選択権
の行使が無効となるような場合を除いて、Ｉの第
2順位の相続人Ｃが重ねて第 1次相続の選択権を
行使することはできない 16）。
　４　以上の考察によれば、Ｃが本件申述当時、
第 1次相続の再転相続人でなかったことは明白
であると思われる。また、本件申述が却下されて
も、別件申述は受理されているので、Ｃは訴訟手
続で相続放棄したことを主張することができ、Ｃ
の保護に欠けることはない。申述が実質的要件を
欠いていることが明白な場合とはどのような場合
をいうのか、あらためて問われるように思われる。
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